別記
第１号様式（第５条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

申請者住所
申請者名称
代表者の役職・氏名


令和　年度　成長産業分野認証取得事業補助金
交付申請書

標記の補助金にかかる事業を下記のとおり実施したいので、成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、補助金の交付を申請します。

記
１　補助事業
(1)補助対象事業
認証取得補助

(2)補助事業の内容（計画）
別紙「事業計画書」のとおり

２　対象産業分野
□航空機産業　　□自動車産業　　□医療機器産業

３　補助対象経費及び補助金交付申請額
	総事業費
	円

	補助対象経費※
	円

	補助金交付申請額
	円


※消費税仕入控除税額を減額して申請する場合は次の算定を明記すること。
総事業費－消費税仕入控除税額＝補助対象経費

４　添付資料　
(1) 別紙１　事業計画書
(2) 申請者の概要がわかる資料（会社パンフレット等）
(3) 事業主体（個人の場合）の住民票及び確定申告書写し
(4) 事業主体（法人の場合）の最近１期分の決算書及び履歴事項全部証明書（発行から３か月以内のもの）の写し
(5) 補助対象経費に係る積算内訳や見積書等の写し

別紙
事　業　計　画　書

１　企業概要
	申請者名
（個人又は法人名）
	


	代表者氏名
（法人の場合）
	


	住所
	〒

（本社が県外にある場合には、本社所在地を以下へ記入してください。）
〒


	担当者連絡先
	所属:　　　　　　　　　　　　　　氏名：
TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX:
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ:

	設立年月
	明治・大正・昭和・平成・令和　　年　　月

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	主要株主
	株主名
	所在地
	持株比率

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	従業員数
	役員：　　　人　　
技術系：　　　人（うち正社員：　　　人）
事務・営業系：　　　人（うち正社員：　　　人）

	直近の売上高
	　　　　　　　　　　　千円（令和　　年　　月期）

	主な事業内容
	

	主要取引先・販売先
	





２　補助事業の内容
	①取得する認証
	航空機産業分野
□ＪＩＳＱ９１００（ＡＳ９１００、ＥＮ９１００）
□Ｎａｄｃａｐ
自動車産業分野
□ＩＡＴＦ１６９４９（ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９）
医療機器産業分野
□ＩＳＯ１３４８５

	②認証取得の目的・効果等
	（目的、必要性、事業上の効果等）
※川下企業等からの具体的な要求や、取得により期待される新規受注などを記入

	③社内の推進体制
	

	④認証取得へ向けた取組状況
	（認証取得に向けて品質マネジメントの構築等を開始している場合は、これまでの取組内容と現状を記入してください。）

	⑤コンサルタント等による指導
（予定含む。）
	【委託先】　企業名：
　　　　　　所在地：
【コンサルタント等の内容】


	⑥認証審査
（予定含む。）
	【認証機関】　機関（企業）名：
　　　　　　　所在地：

	⑦取得見込年月
	令和　　年　　月

	⑧実施スケジュール（任意様式での提出も可）
（注１）品質マネジメント構築などの取組期間、申請・審査、取得見込の時期等、具体的に記入してください。
（注２）日程は　　　　　を使って作成してください。　（※適宜、行と列を追加してください。）
（注３）認証取得が補助対象事業期間外となる場合には、認証取得予定時期までのスケジュールを作
成して添付してください。（任意様式）

	事業期間
	令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

	実施項目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨補助対象期間

	
交付決定日　～　事業完了日：令和　　年　　月　　日（　）

（注１）事業の着手は、交付決定後となります。（交付決定前の取組は補助事業の対象外）
（注２）交付決定前に発注したものの経費は、補助対象外となります。
（注３）認証取得が補助対象期間外となる場合には、毎年３月に取組状況書を提出してください。また、取得後は速やかに認証取得結果報告書を提出してください。



３　事業経費明細
○　金額は全て消費税抜きで記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　(金額単位：円）
	経費区分
	経費内訳
	単価
(A)
	数量
(B)
	事業に要する経費(A)×(B)
	補助対象経費(C)
	交付申請額
(C)×1/2以内

	審査登録費
	申請料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	審査料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	認証料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	専門家等謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	専門家等旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	研修費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	


４　資金調達内訳
	区分
	事業に要する経費
	資金調達先

	補　　助　　金
	円
	―

	自　己　資　金
	円
	―

	借　　入　　金
	円
	

	そ　　の　　他
	円
	

	合　計（消費税込み）
	円
	



５　役員等一覧
	職　　名
	氏　　　名（ふりがな）
	生年月日(和暦)
	性別

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※以下により記入すること。
　①法人の場合は、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方
　②法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している方
　③個人にあっては、その方及びその方に対し支配関係にある方



第２号様式（第10条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名

（法人の場合）法人名
代表者名


令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
変 更 承 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　 号で補助金の交付決定通知のあった標記事業について、下記のとおり変更して実施したいので、成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第10条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。


記

１　変更の理由




２　変更計画の内容
（１）補助金額等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	
	変更前
	変更後

	補助対象経費
	

	


	補助金交付申請額
	

	


	補助金交付決定額
	
	




（２）添付書類　　事業計画書（別記第１号様式　別紙）
（注）事業計画書は新たに作成するものとし、当該変更に係る部分について、その上段に括弧書きで変更前の計画を記載すること。


第３号様式（第12条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名

（法人の場合）法人名
代表者名


令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
中 止 ( 廃 止 ) 承 認 申 請 書


令和　　年　　月　　日付け　　第　　　　　号で補助金の交付決定のあった標記事業について、下記理由により中止（廃止）したいので承認を受けたく、成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第12条第１項の規定により、申請します。


記

１　補助事業の中止（廃止）の理由




２　中止（廃止）しようとする以前の遂行状況


（１）事業の経過状況


（２）経費の執行状況






第４号様式（第13条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名

（法人の場合）法人名
代表者名


令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
遅　延　報　告　書


　令和　年　月　日付け　第　　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業について、下記のとおり事故があったので、成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第13条第１項の規定により報告します。


記

１　補助事業の進捗状況

２　補助事業に要した経費

３　事故の内容及び原因

４　事故に対する措置

５　補助事業の遂行及び完了の予定



（注）事故の理由を立証する書類を添付すること。







第５号様式（第15条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名
（法人の場合）法人名
代表者名

令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
実　績　報　告　書

令和　　年　　月　　日付け　第　　　号で補助金の交付決定通知のあった標記事業について、別紙のとおり事業を実施したので、成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第15条第１項の規定により、その実績を報告します。なお、　　　　　　　　　　　円を請求します。

記

１　補助金額　　　金　　　　　　　　　　　円
（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額）

２　事業実績　　　別紙「成長産業分野認証取得事業の概要」のとおり

３　補助事業完了年月日　　　令和　　年　　月　　日

４　振込先
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座番号
	
	口座種別
	1 当座　　2 普通

	口座名義人
（フリガナ）
	

	
	



５　添付書類
(1) 支払証拠書類（領収書の写し等）
※1 領収証は、申請者宛てのもの（購入者が受け取ったものの写し）又は銀行振込等で領収証のないものについては、銀行発行の振込証明書(振込金受取書等の写し）等とする。
※2 電算処理システムによる振込の場合は、領収証又は銀行発行の「振込受託書」（振込完了を記載済み）とする。
※3 代金を補助対象経費以外のものと区分けせずに支払った場合は、支払証拠書類とは別に内訳明細書を添付すること。
(2) 必要に応じて参考となる書類（契約書、認証取得登録証書の写し等）
(3) その他知事が指示するもの

別紙
成長産業分野認証取得事業の概要

１　補助事業
認証取得補助

２　補助事業者
	補助事業者名
（個人又は法人名）
	


	代表者氏名
（法人の場合）
	


	住所
	〒

（本社が県外にある場合には、本社所在地を以下へ記入してください。）
〒


	担当者連絡先
	所属:　　　　　　　　　　　　　　氏名：
TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX:
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ:



３　補助事業の内容
	①取得（見込）認証
	航空機産業分野
□ＪＩＳＱ９１００（ＡＳ９１００、ＥＮ９１００）
□Ｎａｄｃａｐ
自動車産業分野
□ＩＡＴＦ１６９４９（ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９）
医療機器産業分野
[bookmark: _GoBack]□ＩＳＯ１３４８５

	②取得（見込）年月日
	□取得済　　　　　年　　　月　　　日　　　
□取得見込　　　　年　　　月

	③今後の取組
	※事業期間内に認証を取得した場合は、川下企業等との取引拡大や、新規受注獲得に向けた今後の取組等を記載してください。認証取得見込の場合は、取得に向けた今後の取組スケジュール等を記載してください。


	④補助対象期間
	交付決定日　～　事業完了日：令和　　年　　月　　日（　）


４　経費明細書
(金額単位：円)
	経費区分
	交付決定額又は変更承認額
	実績額

	
	補助対象経費
	交付申請額
	補助対象経費
	補助金額

	審査登録費
	申請料
	
	
	
	

	
	審査料
	
	
	
	

	
	登録料
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	専門家謝金
	
	
	
	

	専門家旅費
	
	
	
	

	研修費
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	



(金額単位：円）
	経費区分
	支払年月日
	内容及び支払先
	支払額
（税込み）
	補助対象経費
A
（税抜き）
	補助金額
A×1/2以内
	

	審査登録費
	申請料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
小　計
	
	
	
	

	
	審査料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
小　計
小　計
小　計
	
小　計
小　計
小　計
	
	
	
	

	
	認証料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
小　計
小　計
小　計
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	専門家等謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	専門家等旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	研修費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


第６号様式（第18条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名
（法人の場合）法人名
代表者名


令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
認証取得等に伴う報告書


成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第18条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　取得（見込）認証
　航空機産業分野
□ＪＩＳＱ９１００（ＡＳ９１００、ＥＮ９１００）
□Ｎａｄｃａｐ
自動車産業分野
　　□ＩＡＴＦ１６９４９（ＩＳＯ／ＴＳ１６９４９）
医療機器産業分野
　　□ＩＳＯ１３４８５

２　取得（見込）年月日
· 　　年　　月　　日取得　　　　　□　　年　　月取得見込　

３　取得に向けた取組（取得見込の場合のみ記載）
　　　　　　　　　　　　　　　　　


第７号様式（第24条関係）
令和　　年　　月　　日

新潟県知事　　　　　様

（個人の場合）申請者氏名

（法人の場合）法人名
代表者名


令和　年度成長産業分野認証取得事業補助金
消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書



成長産業分野認証取得事業補助金交付要綱第24条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（知事が補助金の額の確定通知書により通知した額）
　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る
　　消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）
　　　　　　　　　　　　　　円



（注１）別紙として積算の内訳を添付すること。
（注２）課税事業者の場合であっても、単純に補助金の10％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。

